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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　フレームと、
　前記フレームの内部空間に位置し、内部に被処理物である廃電池が位置する処理空間が
形成された反応槽と、
　前記処理空間と外部を選択的に連通させるように内部にガス遮断ドアが位置し、前記反
応槽の処理空間に作業対象物を投入する経路となる投入口と、
　前記反応槽の処理空間と連結されて前記処理空間を真空状態に形成する真空形成手段と
、を含んで構成されることを特徴とする連続熱処理方式の廃電池処理装置。
【請求項２】
　前記反応槽には前記反応槽の処理空間と連結されて外部から前記処理空間の内部に不活
性ガスを投入するガス注入口がさらに備えられることを特徴とする請求項１に記載の連続
熱処理方式の廃電池処理装置。
【請求項３】
　前記真空形成手段にはロータリーポンプが備えられて前記反応槽の処理空間の内部を選
択的に真空状態に形成することを特徴とする請求項１に記載の連続熱処理方式の廃電池処
理装置。
【請求項４】
　前記反応槽にはガス排出口が備えられて前記反応槽の処理空間の内部で発生する有害ガ
スとダストを外部に排出することを特徴とする請求項１に記載の連続熱処理方式の廃電池



(2) JP 6396600 B2 2018.9.26

10

20

30

40

50

処理装置。
【請求項５】
　前記ガス排出口と前記投入口との間には連結配管が備えられ、前記投入口を介して前記
処理空間の内部の有害ガスとダストが外部に排出されることを防止することを特徴とする
請求項４に記載の連続熱処理方式の廃電池処理装置。
【請求項６】
　前記投入口は、前記反応槽の中心方向に傾斜して延長され、前記投入口の上段に入口が
形成されることを特徴とする請求項１に記載の連続熱処理方式の廃電池処理装置。
【請求項７】
　前記反応槽の内部には被処理物である廃電池を収納した収納装置が選択的に挿入され、
前記収納装置の下部には移動装置が備えられ、前記フレーム及び前記反応槽は、一側に開
口され、前記収納装置は、前記反応槽の開口された一側を介して前記反応槽の処理空間に
挿入され、または処理空間から分離されることを特徴とする請求項１乃至６のうちいずれ
か一項に記載の連続熱処理方式の廃電池処理装置。
【請求項８】
　前記収納装置には遮蔽プレートが備えられ、前記収納装置が前記反応槽の処理空間に位
置する場合、前記処理空間の開口された一側を遮蔽することを特徴とする請求項７に記載
の連続熱処理方式の廃電池処理装置。
【請求項９】
　前記収納装置は、
　移動装置が備えられた下部フレームと、
　前記下部フレームから上方に延長される上部フレームと、
　前記上部フレームに備えられて内部に被処理物を保管することができる収納空間が形成
されるバスケットと、を含んで構成されることを特徴とする請求項８に記載の連続熱処理
方式の廃電池処理装置。
【請求項１０】
　前記バスケットは、前記上部フレームから分離可能に構成され、前記バスケットにはホ
イストにより選択的に係止される係止部が備えられ、前記バスケットは、前記ホイストに
より昇降可能であることを特徴とする請求項９に記載の連続熱処理方式の廃電池処理装置
。
【請求項１１】
　前記移動装置は、輪または移動レールで構成されることを特徴とする請求項１０に記載
の連続熱処理方式の廃電池処理装置。
【請求項１２】
　フレーム、反応槽、真空形成手段、投入口を含む連続熱処理方式の廃電池処理を利用し
てリチウム系電池から連続熱処理工程による有価金属を回収する方法において、
　真空形成手段を利用して前記反応槽の内部を真空状態に形成する真空形成ステップと、
　前記投入口のガス遮断ドアを開放して被処理物である廃電池を投入して熱処理する熱処
理ステップと、
　前記廃電池投入ステップ後に、反応槽の内部の有害ガスやダストが外部に排出されるこ
とを防止するために前記ガス遮断ドアを閉鎖する閉鎖ステップと、
　前記ガス排出口を介して熱処理中に発生する有害ガス及びダストを放出するガス排出ス
テップと、
　前記ガス排出ステップの放出されたダストに含まれている有価金属粉末を集塵機を経由
して分離した後、処理するガス処理ステップと、
　前記熱処理ステップを介して熱処理された廃電池を前記反応槽から収集する収集ステッ
プと、
　前記収集された廃電池を破砕または粉砕した後、前記閉鎖または粉砕された廃電池の有
価金属粉末を分離及び回収する回収ステップと、を含んで構成されることを特徴とする連
続熱処理方式の廃電池処理装置を利用したリチウム系電池から有価金属を回収する方法。
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【請求項１３】
　前記真空形成ステップ以後に前記反応槽の内部の爆発を防止するために、ガス注入口を
介して不活性ガスを前記反応槽の処理空間の内部に注入するステップがさらに含まれるこ
とを特徴とする請求項１２に記載の連続熱処理方式の廃電池処理装置を利用したリチウム
系電池から有価金属を回収する方法。
【請求項１４】
　前記熱処理ステップ以前に前記反応槽の処理空間に出入する収納装置に被処理物を投入
した後に、前記収納装置を移動させて前記反応槽の処理空間に挿入させる収納装置挿入ス
テップがさらに含まれることを特徴とする請求項１２または１３に記載の連続熱処理方式
の廃電池処理装置を利用したリチウム系電池から有価金属を回収する方法。
【請求項１５】
　前記収集ステップ以前に前記反応槽の処理空間から前記収納装置を分離して外部に排出
する反応槽分離ステップがさらに含まれることを特徴とする請求項１４に記載の連続熱処
理方式の廃電池処理装置を利用したリチウム系電池から有価金属を回収する方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、廃電池から金属を回収するための処理装置及びその方法に関し、より詳しく
は、廃電池で金属を回収するための前処理工程が真空及び不活性ガスを利用した反応槽内
で連続熱処理されて行われる連続熱処理方式の廃電池処理装置及びこれを利用したリチウ
ム系電池から有価金属を回収する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　廃電池は、例えば、リモコン、計算機、無線機、電子時計、カセット、玩具などの各種
電子機器の電源として使われる１次電池と、携帯電話、ノートブック、自動車用バッテリ
など充電可能な２次電池とが、寿命が尽きて発生する廃棄物を意味する。
【０００３】
　このような廃電池には、銀、コバルト、ニッケル、亜鉛、マンガン、リチウム、銅など
の有価金属が含まれていて有限なリソースを効率的にリサイクルするために廃電池から有
価金属を回収する技術開発が要求されている。また、廃電池には有害金属である鉛、カド
ミウム、水銀などを始めとしてＫＯＨ、ＮＨ４Ｃｌ、リチウム塩、Ｈ２ＳＯ４などが電解
液として使われていて環境に及ぼす影響を考慮してリサイクル技術を開発すべき必要があ
る。
【０００４】
　従来に開発された廃電池リサイクル技術は、収集された廃電池を各電池別、例えば、１
次電池と２次電池別に各々分類する工程、その分類された廃電池を破砕する工程、破砕物
を篩い分ける工程、回収しようとする金属と残渣を選別する工程が前処理工程として行わ
れる。
【０００５】
　しかし、このような従来技術では収集された廃電池を１次電池と２次電池の電池別に分
類及び破砕すべき工程が必要であり、廃電池を直接破砕する工程では電池の爆発性危険が
発生し、また、発生する電解液とそのガスが大気中に露出されることによって環境に大き
い負担を与えている。
【０００６】
　このような点を考慮して先行技術文献に提示されたような方法により、廃電池で有価金
属を回収する方法が提供されたが、それは一回に決まった量ほどの廃電池のみを反応槽に
投入して作業を進行した。したがって、一回に処理できる量が相対的に少なくて廃電池に
対する前処理で大量処理が至難であるという問題点があった。
【０００７】
　また、反応槽を使用する従来技術も依然として反応槽の内部での爆発危険を有していて
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安定性が低下し、熱処理を終えた処理物を反応槽から外部に取り出す作業が容易でないと
いう問題点もあった。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、前記したような従来技術の問題点を解決するためのものであって、本発明の
目的は、反応槽内に廃電池を連続的に投入して前処理過程を進行することができるように
することである。
【０００９】
　本発明の他の目的は、熱処理過程で反応槽内の爆発危険を減らすことである。
【００１０】
　本発明の他の目的は、熱処理を終えた被処理物を反応槽の外部に容易に排出し、また、
被処理物を反応槽の内部に容易に投入できるようにすることである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　形成された反応槽と、前記処理空間と外部を選択的に連通させるように内部にガス遮断
ドアが位置し、前記反応槽の処理空間に作業対象物を投入する経路となる投入口と、前記
反応槽の処理空間と連結されて前記処理空間を真空状態に形成する真空形成手段と、を含
んで構成される。
【００１２】
　前記反応槽には前記反応槽の処理空間と連結されて外部から前記処理空間の内部に不活
性ガスを投入するガス注入口がさらに備えられる。
【００１３】
　前記真空形成手段にはロータリーポンプが備えられて前記反応槽の処理空間の内部を選
択的に真空状態に形成する。
【００１４】
　前記反応槽にはガス排出口が備えられて前記反応槽の処理空間の内部で発生する有害ガ
スとダストを外部に排出する。
【００１５】
　前記ガス排出口と前記投入口との間には連結配管が備えられ、前記投入口を介して前記
処理空間の内部の有害ガスとダストが外部に排出されることを防止する。
【００１６】
　前記投入口の上段は、前記反応槽の方向に傾斜して延長され、前記投入口の上段に入口
が形成される。
【００１７】
　前記反応槽の内部には被処理物である廃電池を収納した収納装置が選択的に挿入され、
前記収納装置の下部には移動装置が備えられ、前記フレーム及び前記反応槽は、一側に開
口され、前記収納装置は、前記反応槽の開口された一側を介して前記反応槽の処理空間に
挿入され、または処理空間から分離される。
【００１８】
　前記収納装置には遮蔽プレートが備えられ、前記収納装置が前記反応槽の処理空間に位
置する場合、前記処理空間の開口された一側を遮蔽する。
【００１９】
　前記収納装置は、移動装置が備えられた下部フレームと、前記下部フレームから上方に
延長される上部フレームと、前記上部フレームに備えられて内部に被処理物を保管するこ
とができる収納空間が形成されるバスケットと、を含んで構成される。
【００２０】
　前記バスケットは、前記上部フレームから分離可能に構成され、前記バスケットにはホ
イストにより選択的に係止される係止部が備えられ、前記バスケットは、前記ホイストに
より昇降可能である。



(5) JP 6396600 B2 2018.9.26

10

20

30

40

50

【００２１】
　前記移動装置は、輪または移動レールで構成される。
【００２２】
　本発明の他の特徴によると、本発明は、フレーム、反応槽、真空形成手段、投入口を含
む連続熱処理方式の廃電池処理を利用してリチウム系電池から連続熱処理工程による有価
金属を回収する方法において、真空形成手段を利用して前記反応槽の内部を真空状態に形
成する真空形成ステップと、前記投入口のガス遮断ドアを開放して被処理物である廃電池
を投入して熱処理する熱処理ステップと、前記廃電池投入ステップ後に、反応槽の内部の
有害ガスやダストが外部に排出されることを防止するために前記ガス遮断ドアを閉鎖する
閉鎖ステップと、前記ガス排出口を介して熱処理中に発生する有害ガス及びダストを放出
するガス排出ステップと、前記ガス排出ステップの放出されたダストに含まれている有価
金属粉末を集塵機を経由して分離した後、処理するガス処理ステップと、前記熱処理ステ
ップを介して熱処理された廃電池を前記反応槽から収集する収集ステップと、前記収集さ
れた廃電池を破砕または粉砕した後、前記閉鎖または粉砕された廃電池の有価金属粉末を
分離及び回収する回収ステップと、を含んで構成される。
【００２３】
　前記真空形成ステップ以後に、ガス注入口を介して前記反応槽の処理空間の内部に不活
性ガスを投入するステップがさらに含まれる。
【００２４】
　前記熱処理ステップ以前に前記反応槽の処理空間に出入する収納装置に被処理物を投入
した後に、前記収納装置を移動させて前記反応槽の処理空間に挿入させる収納装置挿入ス
テップがさらに含まれる。
【００２５】
　前記収集ステップ以前に前記反応槽の処理空間から前記収納装置を分離して外部に排出
する反応槽分離ステップがさらに含まれる。
【００２６】
　前記真空形成ステップ以後に、前記反応槽の内部の爆発を防止するために、ガス注入口
を介して不活性ガスを前記反応槽の処理空間の内部に注入するステップがさらに含まれる
。
【発明の効果】
【００２７】
　前述したような本発明による連続熱処理方式の廃電池処理装置及びこれを利用したリチ
ウム系電池から有価金属を回収する方法では下記のような効果を期待することができる。
【００２８】
　まず、本発明による処理装置は、反応槽で熱処理作業が進行される中にも反応槽の内部
に廃電池を投入することができるため、廃電池処理装置での前処理量が大きく増えるよう
になって、より多い量の有価金属をより速かに廃電池から得ることができる効果がある。
【００２９】
　また、本発明の処理装置では反応槽で廃電池に対する前処理工程が進行される過程で反
応槽の内部を真空状態に形成すると同時に、不活性ガスを注入して廃電池が熱処理中に爆
発することを防止して作業安定性が良くなって処理装置の耐久性も向上する効果がある。
【００３０】
　そして、本発明の処理装置では収納装置が処理装置の側面へ移動可能に備えられる。そ
れによって、処理装置を反応槽の外部に分離して被処理物である廃電池を投入した後、反
応槽の内部に位置させて熱処理することができ、熱処理後には再び分離して廃電池を外部
に排出することができるため、処理作業性が向上して結果的に生産性が良くなる効果もあ
る。
【００３１】
　また、反応槽の内部から外部に有害ガス及びダスト（ｄｕｓｔ）を直接放出せずに、ガ
ス排出口を介して排出した後にこれを処理して大気中に排出することによって、より環境
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親和的に有価金属を回収することができるようになる効果もある。
【００３２】
　そして、本発明では被作業物を反応槽に投入する投入口とガス排出口を連結し、反応槽
の内部で発生する有害ガス及びダストが投入口を介して反応槽の外部に排出されることも
遮断するため、より改善された親環境的な作業工程が可能になる効果もある。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】本発明による連続熱処理方式の廃電池処理装置の好ましい実施例の構成を示す断
面図である。
【００３４】
【図２】図１に示す処理装置の上面を示す平面図である。
【００３５】
【図３】本発明による連続熱処理方式の廃電池処理装置から反応槽が出入する状態を順次
に示す動作状態図である。
【図４】本発明による連続熱処理方式の廃電池処理装置から反応槽が出入する状態を順次
に示す動作状態図である。
【００３６】
【図５】本発明の有価金属を回収する方法の一実施例によるフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００３７】
　以下、本発明の一部実施例を例示的な図面を介して詳細に説明する。各図面の構成要素
に参照符号を付加するにあたって、同じ構成要素に対しては、たとえ、他の図面上に表示
されても、可能な限り同じ符号を有するようにしていることに留意しなければならない。
また、本発明の実施例を説明するにあたって、関連した公知構成または機能に対する具体
的な説明が本発明の実施例に対する理解を妨害すると判断される場合にはその詳細な説明
は省略する。
【００３８】
　また、本発明の実施例の構成要素を説明するにあたって、第１、第２、Ａ、Ｂ、（ａ）
、（ｂ）などの用語を使用することができる。このような用語は、その構成要素を他の構
成要素と区別するためのものであり、その用語により該当構成要素の本質や順序などが限
定されるものではない。ある構成要素が他の構成要素に“連結”、“結合”または“接続
”されると記載された場合、その構成要素は、その他の構成要素に直接的に連結され、ま
たは接続されることができるが、各構成要素間に他の構成要素が“連結”、“結合”また
は“接続”されることもできると理解しなければならない。
【００３９】
　本発明による連続熱処理方式の廃電池処理装置（以下、‘廃電池処理装置’という）は
、フレーム１０（図４参照）がその外形と骨格を構成する。前記フレーム１０は、ステン
レススチールで作られて処理装置の内外部の荷重を耐えることができるようにし、特に、
内部の防音材（図示せず）を安定的に保護する役割をする。前記フレーム１０が必ずステ
ンレススチールで作られるべきものではなく、一般的に同じまたは類似の機能をする金属
材質で作られることができる。
【００４０】
　前記フレーム１０は、図１及び図２に示すように、ほぼ六面体形状のフレームボディ１
２を有することができ、下部には移動手段１５が備えられる。前記移動手段１５は、輪や
レール構造であり、本実施例では複数個の輪で構成される。
【００４１】
　前記フレーム１０の内部空間には反応槽３０が設置される。前記反応槽３０は、前記フ
レーム１０の側面に入口が備えられる。前記反応槽３０は、実施例で方形で作られている
。しかし、前記反応槽３０の形状は多様に作られることができる。前記反応槽３０もステ
ンレススチールで作られることができ、優れた耐爆発性、耐熱性及び耐食性が要求される
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ため、例えば、ＳＵＳ　３１０３Ｓで作られる。これはＳＵＳ　３１０３ＳがＮｉ－Ｃｒ
を多く含有していて高温酸化に対する優れた抵抗力を有し、高温強度がよいためである。
【００４２】
　図示されていないが、前記反応槽３０には発熱体がある。前記発熱体は、前記反応槽３
０自体の内部または前記反応槽３０の外面に設置されて熱を発生させる。前記発熱体は、
反応槽３０の内部での熱処理に必要な熱を発生させる。
【００４３】
　前記反応槽３０の外面とフレーム１０の内面との間に形成された空間には防音材が設置
されることもできる。前記防音材は、前記反応槽３０の内部で発生する騷音を最小化する
ためである。前記防音材は、耐火材の役割もできるものを使用すればよい。前記防音材は
、前記反応槽３０の外側面と前記フレーム１０の内側面との間に位置し、または前記反応
槽３０の底面とフレーム１０の底面との間にも設置することができる。
【００４４】
　前記反応槽３０の上部ハウジング３２には投入口３３が設置される。前記投入口３３は
、前記反応槽３０の内部に作業対象物である廃電池を投入する部分である。前記投入口３
３は、前記上部ハウジング３２を貫通して設置される。
【００４５】
　図２に示すように、前記投入口３３は、全体的に前記上部ハウジング３２を貫通するた
め、前記上部ハウジング３２に対して直交するように鉛直方向に延長される。しかし、前
記投入口３３の上段一部は、傾斜して延長される。前記投入口３３の上段が傾斜して延長
される方向は、平面視で前記反応槽３０の中心方向である。このように、投入口３３の上
段が形成されることは、前記投入口３３の先端に形成された入口を介して前記フレーム１
０の外側から前記投入口３３に廃電池を投入する作業が容易になるようにするためである
。
【００４６】
　前記投入口３３は、本実施例では前記上部ハウジング３２を貫通して設置されているが
、前記反応槽３０の側面を貫通して設置されることもできる。
【００４７】
　前記投入口３３の入口内側にはガス遮断ドア３４が設置される。前記ガス遮断ドア３４
は、前記反応槽３０の内部と外部の環境が互いに影響を及ぼすことを防止し、特に、前記
反応槽３０の内部での熱処理作業中に発生するガスとダスト（ｄｕｓｔ）が廃電池の投入
作業中に外部に排出されないようにする。
【００４８】
　前記ガス遮断ドア３４は、前記投入口３３の内面にその縁部が密着されることができる
構造を有するものがよく、開閉時の回転中心になる回転軸に弾性部材が設置されてガス遮
断ドア３４を押して開放した後にガス遮断ドア３４を押した力を除去すると、自動に閉め
られるように構成される。このようにして、廃電池を投入する過程で反応槽３０の内部と
外部の環境が互いに影響を及ぼすことを防止する。
【００４９】
　また、前記上部ハウジング３２にはガス排出口３７が複数設置される。前記ガス排出口
３７は、熱処理過程で発生する有害ガスとダストを放出する。前記ガス排出口３７は、集
塵機（図示せず）に連結されており、集塵機で前記ダストをこすことができるようにする
。前記ダストは、一般的に電池粉末で構成され、主成分は、有価金属粉末である。前記有
害ガスは、スクラバーに移動してスクラバー内で流動されているＮａＯＨ溶液に中和して
大気に排出する。前記ガス排出口３７が必ず前記上部ハウジング３２に設置されるべきも
のではない。例えば、前記反応槽３０の側面を貫通して設置されることもできる。
【００５０】
　前記ガス排出口３７の一端にはクランプ３８が備えられる。前記クランプ３８は、開閉
可能な構造であって、以下で説明される真空形成手段４０により反応槽３０の内部が真空
状態になると、その状態を維持可能にする。
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【００５１】
　このとき、前記ガス排出口３７と前記投入口３３との間には連結配管３５が備えられる
。それによって、前記投入口３３を介して前記処理空間（Ｓ１）の内部の有害ガスとダス
トが前記投入口３３を介して外部に排出されずに、連結配管３５を介してガス排出口３７
に誘導されることができる。即ち、前記連結配管３５を介して熱処理過程だけでなく、前
記投入口３３を介して廃電池を投入する過程でも有害ガスとダストが投入口３３を介して
排出されることを防止することができる。
【００５２】
　前記反応槽３０の処理空間（Ｓ１）には真空形成手段４０が連結される。前記真空形成
手段４０は、前記反応槽３０の処理空間（Ｓ１）と連結されて前記処理空間（Ｓ１）を真
空状態に形成する役割をする。前記真空形成手段４０により前記反応槽３０の処理空間（
Ｓ１）が真空状態になることによって、処理空間（Ｓ１）の酸素を最大限除去することが
でき、したがって、廃電池処理過程で爆発可能性を最小化することができるようになる。
前記真空形成手段４０にはロータリーポンプが備えられて前記反応槽３０の処理空間（Ｓ
１）の内部を選択的に真空処理することができ、本実施例では前記ロータリーポンプを５
分以内、最大１０－４ｔｏｒｒまで真空制御する。また、前記真空形成手段４０は、必ず
ロータリーポンプに限定される必要はなく、機械的な真空ポンプ、噴射ポンプ、または拡
散ポンプなど、多様な構成が可能である。
【００５３】
　前記反応槽３０には前記反応槽３０の内部の処理空間（Ｓ１）と連結されて外部から前
記処理空間（Ｓ１）の内部に不活性ガスを投入するガス注入口４２が備えられる。前記ガ
ス注入口４２は、図示された実施例では４個が設置されている。前記ガス注入口４２は、
前記反応槽３０の内部に延長された長さが異なるように形成されることもでき、これは前
記ガス注入口４２を介して注入される不活性ガス、例えば、窒素（Ｎ２）が反応槽３０の
内部に一層均一に分布できるようにするためである。前記ガス注入口４２を介して注入さ
れる不活性ガスは、前記反応槽３０の内部で廃電池の爆発を最小化する役割をする。
【００５４】
　前記反応槽３０の上部ハウジング３２にはセンサ４５が備えられる。前記センサ４５は
、前記反応槽３０の内部の温度を測定するためである。前記センサ４５は、前記上部ハウ
ジング３２の中央を貫通して前記反応槽３０の内部に延長されて設置される。また、前記
センサ４５は、前記反応槽３０の温度だけでなく、真空状態、圧力状態、湿度など、多様
な環境条件を測定する複合センサであってもよい。
【００５５】
　前記フレーム１０の開口された側面を介して収納装置５０が出入する。前記収納装置５
０は、その一部が前記反応槽３０の処理空間（Ｓ１）に挿入されて被処理物である廃電池
を収納するようになリ、前記収納装置５０が熱処理された廃電池を収納した状態でそのそ
の自体が廃電池処理装置の外部に分離されることによって、廃電池の収集が非常に容易に
行われることができる。
【００５６】
　それに対し、まだ熱処理されない被処理物が前記収納装置５０に収納された状態で反応
槽３０の処理空間（Ｓ１）の内部に投入されることもできる。
【００５７】
　前記収納装置５０に対してさらに詳細に説明すると、前記収納装置５０は、移動装置５
５が備えられた下部フレーム５１と、前記下部フレーム５１から上方に延長される上部フ
レーム５３とで構成される。
【００５８】
　前記移動装置５５は、輪や移動レールで構成され、前記収納装置５０が前記反応槽３０
の処理空間（Ｓ１）の内部または外部に容易に移動できるようになる。図示された実施例
では前記移動装置５５が輪で構成されているが、床部に備えられたレールに沿って移動す
る移動レール構造で構成されることもできる。
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【００５９】
　前記上部フレーム５３には支え台５６が備えられ、前記支え台５６にはバスケット５７
が安着する。前記バスケット５７は、被処理物である廃電池を実質的に収納する部分であ
って、図３に示すように、前記バスケット５７には収納空間（Ｓ２）が形成されている。
【００６０】
　前記収納装置５０の上部フレーム５３には遮蔽プレート５９が備えられ、前記遮蔽プレ
ート５９は、前記収納装置５０が前記反応槽３０の処理空間（Ｓ１）に挿入されると、前
記処理空間（Ｓ１）の開口された一側を遮蔽する役割をする。前記遮蔽プレート５９は、
反応槽３０の入口に形成された開口部３９と密着された後、ボルトのような固定手段によ
り互いに結合されることができる。また、前記処理空間（Ｓ１）の真空状態を一層緊密に
維持できるように、前記遮蔽プレート５９と前記開口部３９との間にはシーリング部材が
備えられることもできる。
【００６１】
　このとき、前記バスケット５７は、前記支え台５６から分離可能に構成され、前記バス
ケット５７にはホイスト（図示せず）により選択的に係止される係止部５８が備えられる
。それによって、前記バスケット５７は、前記ホイストに係止部５８が係止されて容易に
昇降されることができる。
【００６２】
　以下、前記したような本発明による連続熱処理方式の廃電池処理装置を使用して廃電池
から有価金属を抜き取るための前処理工程を実行し、下記の工程を実行して有価金属を廃
電池から分離する方法を説明する。
【００６３】
　まず、図４に示すように、反応槽３０から収納装置５０を分離した状態で前記収納装置
５０のバスケット５７に被処理物である廃電池を投入する作業が先行される（Ｓ１０）。
即ち、前処理以前に収納装置５０を利用して廃電池を前記反応槽３０の処理装置内部に投
入する（Ｓ２０）。また、本ステップは省略され、今後反応槽３０を加熱した後に投入口
３３を介して廃電池を投入することもでき、バスケット５７を利用した廃電池投入と投入
口３３を介した廃電池の投入方式を同時に使用することもできる。
【００６４】
　このとき、前記収納装置５０には移動装置５５が備えられるため、前記収納装置５０の
移動は、非常に容易に行われることができる。
【００６５】
　前記収納装置５０が処理空間（Ｓ１）の内部に挿入されると、前記反応槽３０の処理空
間（Ｓ１）の内部を真空状態に形成する（Ｓ３０）。即ち、前記真空形成手段４０により
前記反応槽３０の処理空間（Ｓ１）の内部が真空状態になり、本実施例では真空形成手段
４０に備えられたロータリーポンプを利用して５分以内、最大１０－４ｔｏｒｒまで真空
制御する。それによって、前記処理空間（Ｓ１）の内部に酸素が除去されて熱処理ステッ
プで爆発可能性が最大限抑制されることができる。
【００６６】
　この状態でガス注入口４２を介して前記反応槽３０の処理空間（Ｓ１）の内部に不活性
ガスを注入する。本実施例では窒素（Ｎ２）が処理空間（Ｓ１）の内部に注入される。ま
た、前記ガス注入は、本ステップで省略され、今後熱処理過程で行われることもでき、ま
たは熱処理過程で追加で不活性ガスの注入が行われることもできる。
【００６７】
　次に、反応槽３０の熱処理が行われる（Ｓ４０）。前記反応槽３０は、前記収納装置５
０が挿入されて密閉されることによって、処理空間（Ｓ１）が外部と遮蔽されて廃電池に
対する前処理をできる状態となる。前記反応槽３０で廃電池の熱処理が可能にするために
は、前記発熱体が発熱して反応槽３０の温度を４７０～５５０℃程度にした後に、前記投
入口３３を介して分当たり１０個程度の廃電池を投入しながら熱処理をするようになる。
前記反応槽３０で処理可能な廃電池の全体量は、前記反応槽３０の大きさによって異なる
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が、電池供給速度は、１分に５～１５個の速度に反応槽３０に廃電池を入れることが好ま
しい。また、前述した収納装置５０を利用して処理空間（Ｓ１）の内部に廃電池を投入し
た状態である場合もある。
【００６８】
　前記投入口３３は、前記ガス遮断ドア３４により遮蔽されることで、反応槽３０の内部
と外部の環境が互いに影響を与えることを防止し、熱処理のために廃電池を投入する時に
は前記ガス遮断ドア３４を少しの間開放して廃電池を投入するようになる。前記廃電池を
投入した後、弾性部材の弾性力により前記ガス遮断ドア３４が再び閉められて前記反応槽
３０の内部で有害ガスやダストが外部に排出されることを防止する。
【００６９】
　前記廃電池を前記投入口３３を介して反応槽３０の内部に投入する過程で前記入口が反
応槽３０の中心方向に傾斜しているため、作業者がより容易に前記投入口３３を介して廃
電池を反応槽３０の内部に投入できる。
【００７０】
　前記のように作業が行われる過程では前記ガス注入口４２を介して不活性ガスを前記反
応槽３０の内部に注入し、内部で爆発が発生することを防止し、前記冷却水注入口を介し
て冷却水を注入してシールが熱化されることを防止する。
【００７１】
　一方、前記ガス排出口３７を介しては、熱処理中に発生する有害ガスとダストが放出さ
れる（Ｓ５０）。前記放出される有害ガスとダストは、集塵機を経由して再びスクラバー
を経由するようになる。このような過程で前記ダストにある有価金属粉末が回収され（Ｓ
５１）、有害ガスは、スクラバーでＮａＯＨ溶液に中和されて大気に排出される（Ｓ５２
）。
【００７２】
　決められた容量の廃電池を前記反応槽３０の内部に投入して前処理過程が全て終わるよ
うになると、前記反応槽３０の内部に残っている熱処理された廃電池を収集するようにな
る（Ｓ６０）。
【００７３】
　そのために、まず、前記収納装置５０が前記反応槽３０から分離される。即ち、前記収
納装置５０は、移動装置５５により移動可能であるため、熱処理が終わった後に前記収納
装置５０自体を反応槽３０外部に分離する。
【００７４】
　このようになると、図４に示すように、前記収納装置５０のバスケット５７が外部に露
出され、バスケット５７の収納空間（Ｓ２）には熱処理された廃電池が収納された状態で
ある。
【００７５】
　この状態でバスケット５７の分離のためにホイストが使われることもできる。前記ホイ
ストのホイストモータが駆動され、牽引フックが前記バスケット５７の係止部５８に係止
されるようにする。この状態で前記牽引フックを上昇させると、前記バスケット５７が上
昇しながらバスケット５７を移動させることができるようになる。
【００７６】
　このように連続熱処理を経由した廃電池は、前記収納装置５０から収集され（Ｓ７０）
、破砕機に伝達され、破砕機で破砕/粉砕を実施した後（Ｓ８０）、磁力選別機及びふる
い（ｓｉｅｖｉｎｇ）機により電池構成品及び電池内の有価金属粉末を分離及び回収する
ようになる（Ｓ９０）。
【００７７】
　このような工程サイクルで前記廃電池を収集するステップ（Ｓ６０）が終了された反応
槽３０に収納装置５０を挿入するステップ（Ｓ２０）から再び開始することによって工程
を連続的に実施するようにすることができる。
【００７８】
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　以上で、たとえ、本発明による実施例を構成する全ての構成要素が一つに結合し、また
は結合して動作すると説明されたとしても、本発明が必ずこのような実施例に限定される
ものではない。即ち、本発明の目的範囲内の場合は、その全ての構成要素が一つ以上に選
択的に結合して動作することもできる。また、以上で記載された“含む”、“構成する”
または“有する”などの用語は、特別に反対される記載がない限り、該当構成要素が内在
できることを意味するため、他の構成要素を除外するものではなく、他の構成要素をさら
に含むことができると解釈されなければならない。技術的または科学的な用語を含む全て
の用語は、異なるように定義されない限り、本発明が属する技術分野において、通常の知
識を有する者により一般的に理解されることと同じ意味である。辞書に定義された用語の
ように一般的に使われる用語は、関連技術の文脈上の意味と一致すると解釈されなければ
ならず、本発明で明白に定義しない限り、理想的または過度に形式的な意味で解釈されな
い。
【００７９】
　以上の説明は、本発明の技術思想を例示的に説明したことに過ぎず、本発明が属する技
術分野において、通常の知識を有する者であれば、本発明の本質的な特性から外れない範
囲で多様な修正及び変形が可能である。したがって、本発明に開示された実施例は、本発
明の技術思想を限定するためのものではなく説明するためのものであり、このような実施
例により本発明の技術思想の範囲が限定されるものではない。本発明の保護範囲は、請求
範囲により解釈されなければならず、それと同等な範囲内にある全ての技術思想は、本発
明の権利範囲に含まれると解釈されなければならない。
【００８０】
　例えば、前記実施例では反応槽３０に収納装置５０が分離可能に収納されることを例示
したが、前記収納装置５０は、反応槽３０に固定されてもよい。

【図１】 【図２】
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